
報道資料

平成28年4月11日

平成28年度新たな広域連携促進事業の委託に関する提案募集

総務省は、平成26年12月27日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略」において取組を進めることとされた「連携中枢都市圏」の形成等の地方公共団体間の新たな広域連携の促進を図ることを目的として、標記の事業を実施します。この度、委託先の公募を開始することとなりましたので、お知らせします。

1　概要

（1）公募の対象
　　　新たな広域連携の以下の取組を進める意欲がある市区町村又は都道府県
　　　（募集要領内の各要件を満たすもの）

　　　　(1)連携中枢都市圏形成に向けた取組 
　　　　(2)都道府県と市区町村との連携に向けた取組
　　　　(3)三大都市圏における水平的・相互補完的、双務的な役割分担の取組

（2）事業内容
　　 地方自治法第252条の2に規定する連携協約に基づく地方公共団体間の新たな広域連携に向けた
　　取組及び関係者間の調整等の推進。

（3）事業実施期間
　　 委託契約締結の日から平成29年2月28日（火）まで 

2　提案書類の提出

（1）提出期間
　　 平成28年4月11日（月）から同年5月13（金）12時まで

（2）提出方法
　　 募集要領に基づき、必要書類を作成の上、下記連絡先までメールにて提出してください。
　　（なお、補足資料など電子媒体での提出が困難なものについては、郵送することも可能）

3　関係資料

（1）
新たな広域連携促進事業募集要領

（2）
様式1：提案書

 HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/main_content/000352364.doc" 
[image: image3]

（3）
様式2：事業実施計画工程表

 HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/main_content/000352365.xls" 
[image: image5]

（4）
様式3：概算見積額の内訳

 HYPERLINK "http://www.soumu.go.jp/main_content/000352366.xls" 
[image: image7]

（5）様式4：事業概要図 

連絡先

総務省自治行政局市町村課
　担当：中野、鈴木
　電話：03-5253-5516（直通）
　FAX：03-5253-5592
　E-mail：t8.suzuki_soumu.go.jp
　注）迷惑メール対策のため、「＠」を「＿」と
　　　表示しております。送信の際には、「＿」
　　　を「＠」に置き換えてください。

平成２８年　　月　　日
総務省自治行政局市町村課長　殿
地方公共団体の名称

代表者の職　代表者の氏名　　印
新たな広域連携促進事業の募集に係る提案書の提出について
新たな広域連携促進事業の募集に係る提案について、別添のとおり提出します。
　　新たな広域連携促進事業

提案書

	促進事業の類型

	


	事業

	事業概要


	

	事業費
	

	実施期間
	


	提案者

	団体名
	

	団体住所
	

	団体責任者の職・氏名
	


	提案者連絡先

	担当者の所属
	

	担当者の職・氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	電子メールアドレス
	


※　促進事業の類型については、「（１）連携中枢都市圏形成を目指す圏域における取組」、「（２）都道府県と市区町村との連携に向けた取組」、「（３）三大都市圏における水平的・相互補完的、双務的な役割分担の取組」のうち、該当するものを記載すること。

※　複数団体で連携して提案を行う場合は、提案者については、１つの提案書にまとめて記載し、提案者連絡先については、代表団体の連絡先を記載すること。
１　今回提案する事業について

（１）事業の目的及び内容について
	目的
	

	事業内容
	


（２）連携事業の新規性
	


※　当該事業が従来行われていない取組であり、新たな広域連携としての新規性が高く、先駆的な事業であるか（特に連携中枢都市を核とする圏域における取組については、圏域全体の経済成長をけん引する先駆的な事業であるか）。
　　当該地方公共団体において、当該事業を連携して行うことで単独で実施するよりも高い効果が見込まれるものであるか。
また、新たな広域連携の全国展開に向け、他の地域でも実施することが可能な手法で、同様の高い効果が見込まれるような事業であるかについて説明すること。

（３）関係者との連携体制の構築状況
	


※　新たな広域連携に向けた、関係地方公共団体との連携体制の構築状況について、記載すること。

なお、連携中枢都市を核とする圏域における取組については、圏域内外の産学金官民の関係者（近隣市町村・地元企業など）との連携予定についても、記載すること。

※　連携協約等に規定予定の取組を試行的に一部実施する場合には、事業を遂行するための人員体制、実施場所、各主体の役割等について、フローチャートなどの図を用いて、あわせて記載すること。

２　権限移譲

	


※　提案する取組を進めるに当たって権限移譲についても検討を行う場合には、その内容を記載すること。
（様式１）








